
京都市交流促進・まちづくりプラザ条例（令和元年６月１１日京都市条例第   号）（都

市計画局まち再生・創造推進室） 

  豊かで活力ある地域社会の形成に資するため，市民相互の間の交流を促進する活動， 

 まちづくりに関する活動その他の活動の用に供するための施設として，京都市交流促進・ 

 まちづくりプラザを設置することとしました。 

  施設内容は，次のとおりです。 

 １ 名称 京都市交流促進・まちづくりプラザ 

 ２ 位置 京都市西京区川島五反長町１８番地の２ 

 ３ 構造 鉄骨造平家建て 

 ４ 床面積 ８１１．４６平方メートル 

 ５ 敷地面積 １６８７．４１平方メートル 

  この条例は，市規則で定める日から施行することとしました。 
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 京都市交流促進・まちづくりプラザ条例を公布する。 

  令和元年６月１１日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

   京都市交流促進・まちづくりプラザ条例 

（設置） 

第１条 豊かで活力ある地域社会の形成に資するため，市民相互の間の交流を促進する活

動，まちづくりに関する活動その他の活動の用に供するための施設を次のように設置す

る。 

  名 称 京都市交流促進・まちづくりプラザ 

  位 置 京都市西京区川島五反長町１８番地の２ 

２ 京都市交流促進・まちづくりプラザ（以下「プラザ」という。）には，次に掲げる施設

を置く。 

 ⑴ 市民交流促進施設 

 ⑵ 市民活動支援施設 

 ⑶ 図書施設 

（事業） 

第２条 プラザにおいては，次の事業を行う。 

 ⑴ 市民相互の間の交流を促進する活動及びまちづくりに関する活動のための企画及び

その実施 

⑵ 市民相互の間の交流を促進する活動のための施設の提供 

⑶ 講習，研修，会議，その他市民の自主的な活動のための施設の提供 

⑷ まちづくりに関する相談 

⑸ まちづくり及び子育てに関する情報の収集及び提供並びに資料の展示 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事業 

（指定管理者による管理） 

第３条 プラザの管理は，地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下

「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 

２ 指定管理者が行う業務は，次のとおりとする。 

 ⑴ 前条各号に掲げる事業に係る業務 

６



 

 ⑵ プラザの維持管理に係る業務 

 ⑶ その他市長が必要と認める業務 

（開所時間及び休所日） 

第４条 プラザの開所時間は，別表第１のとおりとする。 

２ プラザの休所日は，８週につき４日並びに１月１日から同月３日まで及び１２月２９

日から同月３１日までを標準として，指定管理者が市長の承認を得て定める日とする。

ただし，１年当たりの休所日は，管理上特別の理由がある場合を除き，３２日を超えて

はならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず，指定管理者は，必要があると認めるときは，市長の承認

を得て，開所時間及び休所日を変更することができる。 

（使用の許可） 

第５条 多目的室及び付属設備を使用しようとするものは，指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。 

（使用制限） 

第６条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，プラザの使用を

制限し，又は使用の許可を取り消すことができる。 

⑴ 他の使用者に迷惑を掛け，又は迷惑を掛けるおそれがあるとき。 

⑵ 管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第７条 多目的室及び付属設備の使用の許可を受けたもの（以下「使用者」という。）並び

にキッズランドを使用するものは，別表第２に掲げる使用料を納入しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者については，キッズラン

ドの使用料を徴収しない。 

⑴ 幼稚園（特別支援学校の幼稚部及び幼稚園に相当する各種学校を含む。）又は小学

校（義務教育学校の前期課程，特別支援学校の小学部及び小学校に相当する各種学校

を含む。）（以下「幼稚園等」という。）が行う団体使用の引率者 

 ⑵ 児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業（次号の児童福祉

施設を利用して行われるものを除く。）を実施する者（以下「放課後児童健全育成事業

実施者」という。）が行う団体使用の引率者 

 ⑶ 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設又は同法第６条の２の２第２項若



 

しくは第４項に規定する厚生労働省令で定める施設（以下「児童福祉施設等」という。）

が行う団体使用の引率者 

⑷ 子ども・子育て支援法第２９条第１項に規定する特定地域型保育（同法第７条第８

項に規定する居宅訪問型保育を除く。）の事業を行う事業所（以下「特定地域型保育

事業所」という。）が行う団体使用の引率者 

（使用料の還付） 

第８条 既納の使用料は，還付しない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，

この限りでない。 

（使用料の減免） 

第９条 市長は，特別の理由があると認めるときは，使用料を減額し，又は免除すること

ができる。 

（特別の設備） 

第１０条 使用者は，使用しようとする施設に特別の設備をしようとするときは，指定管

理者の許可を受けなければならない。 

２ 指定管理者は，管理上必要があると認めるときは，使用者の負担において，必要な設

備をさせ，又は必要な措置を講じさせることができる。 

（地位の譲渡の禁止） 

第１１条 使用者は，その地位を譲渡し，又は他人に利用させることができない。 

（原状回復） 

第１２条 使用者は，多目的室の使用を終了し，又は使用の許可の取消しを受けたときは，

速やかに原状に復して指定管理者の検査を受けなければならない。 

（委任） 

第１３条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し

必要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，市規則で定める日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から

施行する。 

（準備行為） 

２ 使用の許可の申請その他プラザを供用するために必要な準備行為は，この条例の施行



 

前においても行うことができる。 

（関係条例の一部改正） 

３ 重要な公の施設に関する条例の一部を次のように改正する。 

  別表第１文化・スポーツ関連施設の項中「黒田トレーニングホール」の右に「，交流

促進・まちづくりプラザ」を加える。 

別表第１（第４条関係） 

区 分 開 所 時 間 

市民交流促進施設 

１年間の各開所日における開所時間の平均値が８時間を下回

らない時間で，午前１０時から午後６時までを標準として，指

定管理者が市長の承認を得て定める時間 

市民活動支援施設及び 

図書施設 

午前１０時から午後４時までは開所時間とし，かつ，１年間の

各開所日における開所時間の平均値が８時間を下回らない時

間で指定管理者が市長の承認を得て定める時間 

別表第２（第７条関係） 

区 分 単 位 
使 用 料 

市 内 在 住 者 市外在住者 

市民交流促進施

設 
キッズランド 

個人 

１人につき

１時間 

円 

２００  

円 

３００  

１人につき

１日 
４００  ６００  

団体 
１人につき

１日 
３６０  

市民活動支援施

設 

第 １ 多 目 的 室 
１室につき

１時間 

７１０  

第 ２ 多 目 的 室 ５１０  

第 ３ 多 目 的 室 ８５０  

付 属 設 備 別に定める。 

備考１ 「市内在住者」とは本市の区域内に住所を有する者を，「市外在住者」とは 

市内在住者以外の者をいう。 

  ２ 「団体」とは，本市の区域内の幼稚園等，放課後児童健全育成事業実施者， 



 

児童福祉施設等又は特定地域型保育事業所が行う遠足その他の行事により使用 

する者（第７条第２項各号に掲げる者を除く。）が２０名以上のものをいう。 

（都市計画局まち再生・創造推進室） 


